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平成27年６月９日 
 

株 主 各 位 
 

大阪市中央区備後町二丁目４番９号 

 

代表取締役社長 三喜田   浩 

 
第65回 定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第65回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます

ようご通知申しあげます。 

 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた

だき、平成27年６月25日（木曜日）午後５時45分までに到着するようご送付いただきたくお願い申し

あげます。 

敬 具 
 

記 
 

1. 日     時 平成27年６月26日（金曜日) 午前10時 

2. 場     所 大阪市中央区今橋四丁目４番11号 大阪倶楽部４階 

3. 目 的 事 項  

   報告事項 第65期( 平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで )事業報告及び計算書類報告の件 

   決議事項  

第１号議案 定款一部変更の件 

第２号議案 取締役１名選任の件 

第３号議案 監査役２名選任の件 

第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

 

以 上 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申しあげます。 
◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ

ブサイト( http://www.tohokinzoku.co.jp/ )に掲載させていただきます。 

証券コード 5781 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

 

1. 会社の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及び成果 

当事業年度（平成26年４月１日～平成27年３月31日）におけるわが国経済は、政府
の経済対策や日銀の金融緩和政策等を背景に円安・株高基調が続き、総じて緩やかな
回復基調で推移しましたが、消費税増税による影響の長期化に加え、急激な円安によ
る輸入材料等の高騰で個人消費の回復は遅れ、企業においても、円安を享受する輸出
企業に対し、輸入企業や中小・中堅企業は原材料高の販売価格への転嫁が難しく、企
業業績は２極化傾向にあります。 

海外においては、これまで世界経済を牽引してきた中国をはじめとする新興国経済
の減速、ギリシャの債務問題の再燃や地政学リスクが残る等、日本を取り巻く環境は
依然として不透明な状況で推移しました。 

このような環境下、当社は安定した収益確保のため、拡販に努めるとともに、材料
歩留・生産性改善、購入価格低減、固定費削減等の原価低減活動に注力してまいりま
した。 

売上高は3,764百万円（前期3,721百万円）となりました。 
損益面は、円安による原材料価格の上昇はありましたが、営業利益は72百万円（前

期42百万円)、経常利益は為替差益や設備導入補助金等により95百万円（前期43百万
円)、当期純利益は、環境対策引当金（低濃度ＰＣＢ処理費用見積額）14百万円を特別
損失で処理したことにより72百万円（前期91百万円）となりました。 

 
セグメント区分別の状況は、次のとおりであります。 
（電気・電子） 
タングステン・モリブデン製品は、タングステン線条製品やレンジ用モリブデン製

品の減少に対し、モリブデン加工品やモリブデン板・板加工品等の拡販でカバーした
結果、売上高は1,669百万円（前期1,643百万円）となりました。 

合金及び電気・電子部品は、交換需要等にともなう光通信用タングステン合金等の
増加により、売上高は457百万円（前期403百万円）となりました。 

その他の製品の売上高は1,220百万円（前期1,270百万円）にとどまりました。 
この結果、電気・電子合計の売上高は3,346百万円（前期3,317百万円)、営業利益は

52百万円（前期40百万円）となりました。 
（超硬合金） 
超硬合金は、震災復興事業の遅れもありましたが、平成26年10月以降の回復により、

売上高は417百万円（前期404百万円)、営業利益は20百万円（前期１百万円）となりま
した。 
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 (2) 設備投資及び資金調達の状況 
当事業年度における設備投資の総額は123百万円であり、主な内容は、設備の更新、

生産改善設備、及び試験研究設備であります。これに要した資金は自己資金によって
おります。 

 
 (3) 財産及び損益の状況 
 

区       分 
第 62 期 

(平成24年３月期)
第 63 期 

(平成25年３月期)
第 64 期 

(平成26年３月期)
第65期(当事業年度) 
(平成27年３月期) 

売 上 高 (千円) 4,040,085 3,355,170 3,721,762 3,764,391 

経 常 利 益 (千円) 
△215,870 △426,890 43,907 95,551 

(△ は 損 失) 

当期純利益 (千円) 
△246,450 △822,055 91,171 72,474 

(△は純損失) 

１株当たり当期純利益（円) 
△10.61 △35.40 3.93 3.12 

(△は純損失) 

総 資 産 (千円) 5,354,478 4,102,935 4,309,406 4,602,302 

純 資 産 (千円) 2,670,283 1,913,070 2,006,594 2,114,022 

１株当たり純資産（円) 114.99 82.41 86.48 91.13 
 
(注) 1. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式

数に基づき算出しております。 
2. １株当たり純資産は期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数に基づき算出し

ております。 
 

 (4) 対処すべき課題 
適正な利益を継続的に確保すべく、以下の重点政策に取り組んでまいります。 

① 販売力・購買力の強化 
・新規製品の販売活動の強化及び既存製品の拡販。 
・価格競争力を高め、利益基盤を強化するためグローバルでの最適購買を目指す。 

② モノづくり力を高める 
・工法改革、ロボット導入、作業管理の強化による生産性の向上。 
・納期短縮改善及び顧客迷惑度“０”の品質を目指し、顧客信頼度を高める。 

③ 技術・開発力の向上 
・開発マネジメントの強化を図り、研究開発効率を高める。 
・販売活動と連動した戦略的商品の開発により拡販に貢献する。 
・市場ニーズを先取りした商品開発。 

④ 企業価値の向上 
・ガバナンスの強化及び内部統制の強化。 
・安全、安心な快適職場を目指す。 
・人、地域、地球にやさしいＥＣＯライフの実現。 

 
株主の皆様には、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。   
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 (5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在） 
 

タングステン・モリブデン部門 

蛍光灯及びハロゲンランプ用ワイヤー、放電灯用タングステン電極、
高純度タングステン線棒及び加工部品、タングステン釣糸、照明灯用
サポート・アンカー・マンドレル及びリード用ワイヤー、高温炉用構
造部品、マグネトロン部品、タングステン・モリブデン板及び板加工
品、ＴＩＧ溶接用電極、放射線防護服 

合金及び電気・電子部品部門 
銅タングステン及び銀タングステン合金製品、タングステン接点、タ
ングステン重合金製品 

超 硬 合 金 部 門 
削岩機用・穿孔機用の各種ビット、都市土木用各種ビット、耐摩耗部
品、鉱山用・耐摩耗用及び切削用超硬合金チップ、軟弱地盤穿孔用補
助工具システム、地雷除去機用部品 

そ の 他 部 門 各種焼結電極、溶湯測温用モリブデン合金シース、砥粒 

 

 (6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在） 

営 業 所 本 社 大阪市中央区 

  東 京 支 店 東京都港区 

工 場 門 司 工 場 北九州市門司区 

  寝 屋 川 工 場 大阪府寝屋川市 

 

 (7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在） 
 

使用人数（前事業年度末比) 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数 

143名 (９名減) 37.1才 15.3年 

 
(注) 1. 上記使用人数は正社員数であり、使用人兼務取締役は含まれておりません。 

2. この他、派遣及びパートタイマー等臨時従業員数は140名であります。 

 

 (8) 重要な親会社及び子会社の状況 

該当事項はありません。 
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 (9) 主要な借入先及び借入額（平成27年３月31日現在） 
 

借    入    先 借    入    額 

 千円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 570,000 

株 式 会 社 伊 予 銀 行 486,900 

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 122,493 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 57,500 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 50,000 

 

2. 会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在） 

 (1) 発行可能株式総数 48,000,000株 

 (2) 発行済株式の総数 23,380,012株 

 (3) 事業年度末の株主数 2,779名 

 (4) 大株主（上位10名） 
 

株    主    名 持  株  数 持 株 比 率 

 株 ％ 

太 陽 鉱 工 株 式 会 社 7,046,250 30.37 

双 日 株 式 会 社 1,268,000 5.47 

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 1,172,700 5.06 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 663,942 2.86 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 549,510 2.37 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 482,520 2.08 

東 邦 金 属 協 力 会 社 持 株 会 408,099 1.76 

嶋  政 人 400,000 1.72 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 397,000 1.71 

株 式 会 社 ニ チ リ ン 288,000 1.24 

 
(注) 持株比率は自己株式（181,498株）を控除して計算しております。 
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3. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の状況 
 

地   位 氏   名 担   当 重要な兼職の状況 

代表取締役社長 三喜田   浩   

常 務 取 締 役 梶 原  正 生産本部長  

取 締 役 森 本 幾 雄 経理部長  

取 締 役 藤 原 一 信
営業本部長兼 
東京支店長 

 

常 勤 監 査 役 法 福 英 志   

監 査 役 飯 島 宗 文   

監 査 役 深 瀬 真 一   

 
(注) 1. 監査役 飯島宗文及び監査役 深瀬真一の両氏は、社外監査役であります。 

2. 有馬敬三氏は平成26年６月27日開催の第64回定時株主総会終結の時をもって取締役を任期

満了により退任いたしました。また、森本幾雄氏は、同総会終結の時をもって監査役を辞

任し取締役に就任いたしました。 

3. 当社は、監査役 飯島宗文及び監査役 深瀬真一の両氏を、東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

 

 (2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

 
区     分 支給人数 (名) 報 酬 等 の 額 (千円) 

取 締 役 5 50,338 

監 査 役 4 13,953 

合     計 9 64,291 

 
(注) 1. 上記には、平成26年６月27日開催の第64回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

１名及び辞任した監査役１名を含めております。 

2. 上記報酬等の額には社外監査役に支払った報酬等の額を含めております。 

3. 上記報酬等の額には当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額10,700千円（取締役

8,600千円、監査役2,100千円）を含めております。 

4. 上記報酬等の額には使用人兼務取締役の使用人給与17,028千円は含まれておりません。 

5. 上記報酬等の額のほか、平成26年６月27日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、役員

退職慰労金を退任取締役１名に対し7,200千円を支給しております。 

6. 昭和60年６月28日定時株主総会決議において、取締役の報酬限度額を月額7,000千円以内 

(但し、使用人給与は含まない)、監査役の報酬限度額を月額2,000千円以内と定めておりま

す。 
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 (3) 社外役員に関する事項 

① 社外役員の主な活動状況 
 

区 分 氏   名 主  な  活  動  状  況 

監 査 役 飯 島 宗 文 当事業年度開催の取締役会12回のすべてに出席し、議案・審議等に

つき必要な発言を適宜行っております。当事業年度開催の監査役会

12回のすべてに出席し、監査に関する重要事項の協議等を行ってお

ります。また、経営トップとの意見交換会に参加するとともに、適

宜事業所の現場往査を行っております。 

監 査 役 深 瀬 真 一 監査役就任後、当事業年度に開催された取締役会10回中８回に出席

し、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。監査役

就任後、当事業年度に開催された監査役会10回中９回に出席し、監

査に関する重要事項の協議等を行っております。また、経営トップ

との意見交換会に参加するとともに、適宜事業所の現場往査を行っ

ております。 
 

② 社外役員の報酬等の総額 
 

 支給人数 (名) 報 酬 等 の 額 (千円) 

社 外 役 員 の 報 酬 等 の 総 額 等 3 5,604 
 

(注) 上記には、平成26年６月27日開催の第64回定時株主総会終結の時をもって辞任した監査役１名

を含めております。 
 

③ 社外取締役を置くことが相当でない理由 

当社は、社外取締役につきましては、独立した立場から適宜業務執行の適法性や

妥当性について監督いただくことで、経営の透明性と健全性を高め、コーポレート

ガバナンス体制の一層の強化につながるものと認識し、かかる資質を備えた人材の

確保をするべく務めましたが、その確保に至らず、社外取締役を選任しておりませ

ん。 

なお、平成27年６月26日開催の第65回定時株主総会において、社外取締役として

資質のある方を社外取締役候補として内定し、取締役選任議案として提案しており

ます。 
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4. 会計監査人に関する事項 

 (1) 名   称    新日本有限責任監査法人 

 (2) 報酬等の額 
 
   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 15,000千円 

 
(注) 当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金

融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。 
 
   当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,000千円 

 (3) 解任又は不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると認められる場合は、

監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。 

また、上記のほか、会計監査人の解任又は不再任の決定は、会計監査人の概要、欠

格事由の有無、内部管理体制、独立性、監査報酬の水準、監査活動の適切性、妥当性、

効率性等の職務の遂行に関する事項を総合的に判断する方針に基づき、検証の結果、

会計監査人として相当性が認められない場合は、監査役会は、会計監査人の解任又は

不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該議案を株主総会へ提案いたします。 

 

5. 業務の適正を確保するための体制に関する事項 

当社は、平成18年５月26日開催の取締役会におきまして､「内部統制システム構築の基

本方針」を決議しております。 

なお、本決議は適宜に改定をおこなっており、下記は最新の決議の内容であります。 

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制 

① 当社は取締役および使用人が法令、定款その他の社会的規範に従って事業を運営

するため東邦金属行動憲章を宣言し、コンプライアンス体制の基盤となる東邦金属

行動指針を策定しています。 

② 東邦金属行動憲章の遵守を徹底するため、倫理規定その他の関連規定を整備する

ほか、内部監査室を設置しています。万一違反が発見された場合は、すみやかに当

社のコンプライアンス委員会において報告し、その解決策を決定します。 
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は法令および情報管理規定、プライバシー・ポリシー、株主さまの個人情報に関

する方針その他の社内規定に基づき、適切に文書および情報の保存および管理をおこな

います。 

(3) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

① 当社はISO9001およびISO14001の認証を受け、当社が損失の危険として最も重要視

すべき品質管理および環境保全に対し、積極的に取り組んでいます。 

② 各部長は、その担当する部門において発生する可能性がある安全衛生、環境・防

災、品質、情報管理、知的財産その他の事業上のリスクを適切に把握・評価し、そ

の発生の未然防止を図ります。 

③ 事業運営に重大な影響を与える経営危機が発生したときは、あらかじめ定める危

機管理規定に従い、対策本部を設置して対応します。 

(4) 取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制 

① 当社は取締役会を定期的に、また、必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定

および取締役の業務執行状況の監督等をおこないます。 

② 取締役会の機能をより機動的かつ強化されたものとし経営の効率を向上させるた

め、毎月１回経営会議を開催しています。ここでは、経営に関する重要な事項につ

いて意思決定をおこなうほか、経営計画および経営方針を策定し発表をおこなって

います。 

③ 日常的な業務については個別に決裁権限を定め、効率性と慎重性を兼ね備えた業

務執行を実現しています。 

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけるその使用人お

よびその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

① 監査役が使用人の設置を求めた場合は、当社は、その業務補助のため監査役スタ

ッフを任命します。 

② 監査役スタッフの人事異動、報酬、懲戒その他の人事考課については、取締役が

監査役の同意を得ておこなうものとします。 
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(6) 監査役への報告に関する体制 

① 取締役および使用人は、監査役に対して、法定の事項、当社に著しい影響をおよ

ぼすおそれのある事項、毎月の経営状況として重要な事項、内部通報のあった事実

その他の重要事項を遅滞なく報告するものとします。 

② 取締役または使用人は、その業務執行について監査役から説明を求められたとき

は、これに応じるものとします。 

(7) その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

① 監査役は、取締役会、経営会議その他の重要な会議に出席することができるもの

とします。 

② 監査役は、取締役、会計監査人および内部監査室と定期的な情報交換をおこなう

など、緊密な連携を保つものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

ただし、比率､「使用人の状況」の平均年令、平均勤続年数、及び「財産及び損益の状況」の

１株当たり情報は表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
(平成27年３月31日現在) 

(単位：千円) 
 

科     目 金     額 科     目 金     額 

資 産 の 部 負 債 の 部 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車両運搬具及び工具器具備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

リ ー ス 資 産 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

2,792,862

344,188

237,871

1,113,298

107,783

628,115

342,362

26,204

4,532

△11,495

1,809,440

1,162,287

141,252

12,268

77,334

36,629

782,785

108,565

3,452

14,679

5,011

5,584

4,084

632,472

499,618

16,435

128,474

△12,055

流 動 負 債 
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
設備関係支払手形

固 定 負 債 
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
環 境 対 策 引 当 金
資 産 除 去 債 務

 
1,654,510 

102,086 
288,960 
820,000 
133,652 
35,372 
162,590 
13,267 
20,102 
9,726 
5,869 
48,721 
14,162 
833,769 
333,241 
69,723 
82,189 
276,353 
49,865 
14,512 
7,884 

負 債 合 計 2,488,280 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金 
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 
1,862,633 
2,531,828 

237,794 
237,794 

△880,729 
△880,729 
△880,729 
△26,260 
251,389 
251,389 

純 資 産 合 計 2,114,022 

資 産 合 計 4,602,302 負債及び純資産合計 4,602,302 
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損 益 計 算 書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

(単位：千円) 
 

科 目 金 額 

売 上 高  3,764,391 

売 上 原 価  3,175,197 

売 上 総 利 益 589,193 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  516,276 

営 業 利 益 72,917 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,698 

為 替 差 益 13,008 

補 助 金 収 入 10,092 

受 取 保 険 金 9,154 

そ の 他 5,138 50,092 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 20,021  

支 払 手 数 料 3,345  

そ の 他 4,091 27,458 

経 常 利 益 95,551 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,093 1,093 

特 別 損 失   

環 境 対 策 費 14,512 14,512 

税 引 前 当 期 純 利 益 82,131 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 10,039  

法 人 税 等 調 整 額 △382 9,657 

当 期 純 利 益 72,474 
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株主資本等変動計算書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

(単位：千円) 
 

項 目 

株    主    資    本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 
合 計 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合   計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合   計繰 越 利 益
剰 余 金

平成26年４月１日残高 2,531,828 237,794 237,794 △903,146 △903,146 △25,659 1,840,817 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 △50,058 △50,058  △50,058 

会計方針の変更を反映 
し た 当 期 首 残 高 

2,531,828 237,794 237,794 △953,204 △953,204 △25,659 1,790,759 

事業年度中の変動額    

当 期 純 利 益  72,474 72,474  72,474 

自 己 株 式 の 取 得  △600 △600 

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額) 

   

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 72,474 72,474 △600 71,874 

平成27年３月31日残高 2,531,828 237,794 237,794 △880,729 △880,729 △26,260 1,862,633 

 
 

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計

平成26年４月１日残高 165,777 165,777 2,006,594

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 △50,058

会計方針の変更を反映 
し た 当 期 首 残 高 

165,777 165,777 1,956,536

事業年度中の変動額  

当 期 純 利 益  72,474

自 己 株 式 の 取 得  △600

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額（純額) 

85,611 85,611 85,611

事業年度中の変動額合計 85,611 85,611 157,485

平成27年３月31日残高 251,389 251,389 2,114,022



〆≠●0 
02_0504501102706.docx 
東邦金属㈱様 招集 2015/05/25 19:08:00印刷 4/11 

 

― 14 ― 

個 別 注 記 表 
1. 記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
  ただし、１株当たり情報については表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

 
2. 重要な会計方針 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品、仕掛品 先入先出法による原価法 
(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定) 

原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法 
(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定) 

(3) デリバティブ          時価法 
(4) 固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く) 

定率法。ただし、平成10年４月１日以後取得した建物（建
物附属設備を除く）については定額法。なお、電気・電子
部品生産設備の一部については当社所定の耐用年数（３
年）によっております。 
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、
償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等
償却する方法によっております。 

無 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く) 

定額法 
自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。 

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す
る定額法によっております。 

 
(5) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 売上債権・貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一
般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき
支給見込額を計上しております。 

役 員 賞 与 引 当 金 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支
給見込額を計上しております。 
なお、当事業年度においては、支給見込額がないため計上
しておりません。 
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退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。 
退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。 
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（４年）による定額法により費用処理し
ております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事
業年度末要支給額を計上しております。 

環 境 対 策 引 当 金 環境対策を目的とした支出に備えるため、当事業年度末に
おける支出見込額を計上しております。 

(6) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。 
(7) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。但し、ヘッ
ジ有効性がない取引については評価差額を損益として処理
しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利
スワップについては特例処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対
象は以下のとおりであります。 
ヘッジ手段……金利スワップ 
ヘッジ対象……借入金 

ヘ ッ ジ 方 針 デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定
めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘ
ッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の
変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処
理によっている金利スワップについては、有効性の評価を
省略しております。 

(8) 消費税等の会計処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。 
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3. 会計方針の変更に関する注記 

   (退職給付に関する会計基準等の適用) 

｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第25

号 平成27年３月26日｡）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を

見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとと

もに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、

退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を繰越利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が50,058千円増加し、繰越利益剰余金が

50,058千円減少しております。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、１株当たり情報に与える影響は軽微であります。 

 

4. 貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

有 形 固 定 資 産 831,728千円

投 資 有 価 証 券 302,069千円

合   計  1,133,798千円

上記に対応する債務  

１年内返済予定の長期借入金 133,652千円

長 期 借 入 金 333,241千円

合   計  466,893千円
 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  6,423,297千円

(3) 関係会社に対する金銭債務  

金 銭 債 務 の 金 額 4,466千円

 

5. 損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

売 上 高 1,400千円

仕 入 高 149,914千円

(2) 環境対策費の内訳 

Ｐ Ｃ Ｂ 廃 棄 物 処 理 費 用 14,512千円

 上記の費用のうち、環境対策引当金繰入額は14,512千円であります。 
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6. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 
 株 株 株 株 

普 通 株 式 23,380,012 ― ― 23,380,012 

 
(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

 株 株 株 株 

普 通 株 式 176,475 5,023 ― 181,498 
 

(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

 

(3) 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

7. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資

金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理手続きに沿ってリスク低減を図っ

ております。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要

に応じて為替予約等を利用してヘッジしております。 

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って

おります。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。また、

外貨建ての営業債務は為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売

掛金残高の範囲内にあります。 

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対

して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティ

ブは内部管理規程により、実需の範囲で行うこととしております。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

(単位：千円) 

  貸借対照表計上額(*) 時  価(*) 差   額 

(1) 現金及び預金  344,188 344,188 ― 

(2) 受取手形  237,871 237,871 ― 

(3) 売掛金  1,113,298 1,113,298 ― 

(4) 投資有価証券 

   その他有価証券 

 

496,949 496,949

 

― 

(5) 支払手形 (102,086) (102,086) ― 

(6) 買掛金 (288,960) (288,960) ― 

(7) 短期借入金 (820,000) (820,000) ― 

(8) 長期借入金 (466,893) (467,022) 129 

(9) デリバティブ取引 ― ― ― 
 
 (*) 負債に計上されているものについては、( ) で示しております。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(5) 支払手形、(6) 買掛金、(7) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(8) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借

入金は金利スワップの特例処理の対象とされており (下記(9) 参照)、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に

適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

なお、１年内返済予定の長期借入金については、その性質及び時価の算定方法が長

期借入金と同様であるため、長期借入金に含めて注記しております。 

(9) デリバティブ取引 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、金利スワ

ップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、長期借入金の時価に含めて記載しております (上

記(8) 参照)。 

(注２) 非上場株式 (貸借対照表計上額2,668千円) は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため､「(4) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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8. 税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (単位：千円)

① 流動資産の部 

繰延税金資産 (流動)  

た な 卸 資 産 評 価 損 23,939  

賞 与 引 当 金 16,087  

そ の 他 15,201  

繰 延 税 金 資 産 小 計 55,229  

評 価 性 引 当 額 △55,229  

繰 延 税 金 資 産 合 計 ―  
② 固定資産の部 

繰延税金資産 (固定) 繰延税金負債 (固定) 

税 務 上 の 欠 損 金 1,206,805 その他有価証券評価差額金 80,799 

減 損 損 失 85,028 そ の 他 1,390 

退 職 給 付 引 当 金 72,912   

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 25,465   

そ の 他 27,168   

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,417,379   

評 価 性 引 当 額 △1,417,379   

繰 延 税 金 資 産 合 計 ― 繰 延 税 金 負 債 合 計 82,189 

  繰延税金負債（固定）の純額 82,189 

 

   (法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正) 

｢所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３

月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成27年４月１日以降に解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は35.60％から、

回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは

33.02％、平成28年４月１日以降のものについては32.22％にそれぞれ変更されております。 

この税率変更による計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

9. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額  91円13銭

(2) １株当たり当期純利益  3円12銭

 

10. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書
平成27年５月18日 

東 邦 金 属 株 式 会 社 
 取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 博 信  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 上 田 美 穂  ㊞ 
 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東邦金属株式会社の平
成26年４月１日から平成27年３月31日までの第65期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。 

 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正
又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書
類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め
ている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入
手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬
による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。 

 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。 

 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 

以  上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 
監 査 報 告 書

 
 当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第65期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会、経営会議、コンプライアンス委
員会、全社品質・環境管理委員会等重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び工場等主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている当該体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事
業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。 
  二 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 
  三  内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
遂行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 
 
     平成27年５月22日 
 

東邦金属株式会社 監査役会 
常勤監査役 法 福 英 志 ㊞ 
社外監査役 飯 島 宗 文 ㊞ 
社外監査役 深 瀬 真 一 ㊞ 

 
以  上 



〆≠●0 
03_0504501102706.docx 
東邦金属㈱様 招集 2015/05/25 19:08:00印刷 1/6 

 

― 22 ― 

株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 第１号議案 定款一部変更の件 

1. 変更の理由 
取締役および監査役が、その期待された役割を十分に発揮できるよう、また、

社外取締役、社外監査役に適切な人材の招聘を容易にするため、平成27年５月１
日に施行された『会社法の一部を改正する法律』(平成26年法律第90号）に基づ
く取締役の責任免除ならびに取締役および監査役の責任限定契約に係る規定を新
設するものであります。なお、変更案第27条の新設につきましては、監査役全員
の同意を得ております。 

2. 変更の内容 
変更の内容は次のとおりであります。 

(下線は変更部分を示しております｡) 
現 行 定 款 変    更    案 

第１条から第26条まで   (条 文 省 略) 第１条から第26条まで   (現行どおり） 

(新   設) 第27条（取締役の責任免除) 
当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締
役（取締役であった者を含む｡）の損害
賠償責任を、法令の限度において、取締
役会の決議によって免除することができ
る｡ 

2. 当会社は、会社法第427条第１項の規
定により、取締役（業務執行取締役等で
ある者を除く｡）との間に、任務を怠っ
たことによる同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる｡ 
但し、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、法令で定められた額とす
る｡ 

第27条から第34条まで   (条 文 省 略) 第28条から第35条まで   (現行どおり） 

(新   設) 第36条（監査役の責任限定契約) 
当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、監査役との間に、任務を怠っ
たことによる同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる｡ 
但し、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、法令で定められた額とす
る｡ 

第35条から第37条まで   (条 文 省 略) 第37条から第39条まで   (現行どおり） 
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第２号議案 取締役１名選任の件 
経営体制の一層の強化を図るため社外取締役１名を増員することとし、その選任

をお願いするものであります。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社の定
款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。 

取締役の候補者は次のとおりであります。 
 

氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株 式 数 

すず き かず ふみ 

鈴 木 一 史 
 

昭和51年２月11日生 

平成10年４月 日商岩井株式会社（現 双日株式会

社）入社 

平成17年７月 Sojitz (Malaysia) Sdn.Bhd. 出向 

平成20年４月 Sojitz Taiwan Corporation（台灣双

日股份有限公司）出向 

平成23年４月 双日株式会社 

平成25年９月 同社 退社 

平成25年10月 太陽鉱工株式会社入社 開発部部長 

平成26年６月 同社取締役開発部長 現在に至る 

0株 

 
(注) 1. 取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

2. 鈴木一史氏は、社外取締役候補者であります。 
3. 社外取締役候補者とする理由について 

鈴木一史氏は、当社に関する業界に精通し、幅広い見識を当社の経営に反映していただく
ことができるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

4. 責任限定契約について 
社外取締役候補者鈴木一史氏の選任が承認された場合、当社は第１号議案 定款一部変更の
件の可決を条件として、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、法令が規定す
る損害賠償責任の限度額を上限とすることを旨とする責任限定契約を締結する予定であり
ます。   
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第３号議案 監査役２名選任の件 

監査役 飯島宗文、深瀬真一の両氏は本総会終結の時をもって任期満了となりま
すので、監査役２名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。 
監査役の候補者は次のとおりであります。 

 

候補者
番 号 

氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当社の 
株 式 数 

１ 

いい じま むね ふみ 

飯 島 宗 文 
 

昭和20年７月20日生 

平成５年３月 共栄火災海上保険相互会社東北第一支
店長 

平成９年３月 同社営業推進部長 
平成11年６月 同社取締役関西圏総合開発部長 
平成12年６月 同社上席執行役員関西圏総合開発部長
平成13年４月 同社上席執行役員 
平成13年６月 同社常務取締役 
平成15年６月 共栄火災海上保険株式会社常務取締役
平成16年６月 共栄火災しんらい生命保険株式会社 

(現 フコクしんらい生命保険株式会
社）監査役 

平成19年６月 当社監査役 現在に至る 

0株 

２ 

ふか せ しん いち 

深 瀬 真 一 
 

昭和31年２月28日生 

平成12年９月 日本精化株式会社入社 
平成17年６月 同社経理部長 
平成23年６月 同社執行役員管理本部副本部長兼経理
       部長 
平成25年６月 同社取締役執行役員管理本部長兼経理
       部長 現在に至る 
平成26年６月 当社監査役 現在に至る 

0株 

 
(注) 1. 両監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

2. 飯島宗文および深瀬真一の両氏は、社外監査役候補者であります。 
3. 社外監査役候補者とする理由について 

飯島宗文氏は、他業種の経営者および監査役として培った高い見識を当社の監査体制に活
かしていただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。また、同氏が社外監
査役に就任してからの年数は８年であります。 
深瀬真一氏は、他業種の経営者として培った高い見識を当社の監査体制に活かしていただ
けるものと判断し、選任をお願いするものであります。また、同氏が社外監査役に就任し
てからの年数は１年であります。 

4. 飯島宗文および深瀬真一の両氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出
ております。 

5. 責任限定契約について 
監査役候補者飯島宗文および深瀬真一の両氏の選任が承認された場合、当社は第１号議案
定款一部変更の件の可決を条件として、両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、
法令が規定する損害賠償責任の限度額を上限とすることを旨とする責任限定契約を締結す
る予定であります。 
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

法令または定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役

１名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。 

補欠監査役の候補者は次のとおりであります。 
 

氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴及び重要な兼職の状況 
所有する当社 
の 株 式 数 

き むら とし ふみ 

木 村 敏 文 
 

昭和27年12月９日生 

昭和50年４月 太陽鉱工株式会社入社 

平成13年７月 同社経理部部長 

平成18年５月 陽和興産株式会社監査役 現在に至る

平成18年５月 太陽ビルディング株式会社監査役 現

在に至る 

平成18年７月 太陽鉱工株式会社営業部大阪支店支店

長 

平成19年６月 同社取締役総務部長兼経理部長 

平成25年４月 同社取締役福井工場長 現在に至る 

平成25年８月 鈴木薄荷株式会社監査役 現在に至る

0株 

 
(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

2. 木村敏文氏は、補欠の社外監査役候補者であります。 

3. 社外監査役候補者とする理由について 

木村敏文氏は、他業種の経営者および監査役として培った高い見識を当社の監査体制に活

かしていただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。 

 

以 上 
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〔メ  モ〕 

  

 



〆≠●0 
04_0504501102706.docx 
東邦金属㈱様 招集 2015/05/20 15:21:00印刷 1/1 

 

 

 
株主総会会場ご案内

 

 

 
当会場の最寄り駅は、地下鉄(御堂筋線)及び京阪

電鉄淀屋橋各駅より歩いて約７分 

○印は、地下鉄(及び京阪電鉄)出入口 

なお、会場の駐車場は利用できませんので、総会

会場へは公共の交通機関をご利用ください。 

 


